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概　要

　中国は 30 数年間「改革開放」政策を実施し続け、それを基本的国策として世界経済体系に融け込み全面的な経済発

展の枠組みの構築に努めてきた。このような努力により中国は先進諸国から資金や技術を取り入れ先進諸国へ商品を輸

出することに基づいた経済成長を達成し、中所得の国になった。ところが、世界銀行の統計で分かるように戦後の世界

では「中所得国の罠」を脱出できた中所得の国はわずか十数か国のみであった。世界一の人口大国である中国は「中所

得国の罠」に陥らずに更なる発展を実現するには潜在的市場の開拓、投資と消費の促進、需要の創出と雇用拡大など大

きな難題に直面しているのである。

　また、中国の経済成長はグローバル化の拡大とともに実現されてきたのだが、これまで受身的にグローバル化に参加

したことから積極的に参加することに変わったため世界二番目の経済大国になったのである。すなわち保護主義に反対

しグローバル化を進めることによって中国は驚異的な変化を遂げたわけである。それを象徴的に表わしているのは「一

帯一路」という戦略の実施と AIIB などの設立などである。このような変化を正しく理解すれば新たなグローバル化へ

の認識を深め、中国経済における難題を解決するための方策を見つけられるであろう。

　本稿は中国国内の産業構造転換や複雑な世界経済情勢の中で打ち出された「一帯一路」という中国版のグローバル戦

略の経緯を確認し、アジアヨーロッパに跨る中国の経済圏構想の現状を考察しながら自由貿易の推進によって新たな成

長と発展を図る中国の戦略的構想への理解を深めようと試みる。また、資金力、技術力、インフラ整備力を生かして産

業構造の転換や過剰生産能力の消化の解決に向けるために取り組んでいる中国の具体的な政策の特徴整理に努めた。
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[Abstracts]
China has been imposing the reform and development policy for over 30 years, as a basic state policy which is 

used to guideline its own unremitting efforts to integrate into the global economic system and achieve all-round 
economic development.  Through these efforts China is actively introducing foreign capital and technology, striving 
to increase its exports to developed countries in order to catch up with middle-income countries. Nevertheless, 
based on a statistics from the World Bank, no more than a dozen countries have escaped from so called trap of 
middle-income countries since the World War II. As a most populated country, China is facing challenges of 
tapping potential market, enhancing investment and consumption, creating internal demands and increasing 
employment.

Meanwhile China’s economy growth is being achieved with the expanding globalization in the process of 
participating actively instead of passively. As a result of it, China has become the 2nd powerful economy in the 
world. Implementation of One belt and one road and the incorporation of AIIB (Asian Infrastructure Investment 
Bank) are 2 representative examples. Therefore better analysis of such a change can deepen our understanding of 
globalization.

The article analyses the policy formulation process of one belt and one road in the context of internal industrial 
structural adjustment and complicated global economic situation, explores the concept of economic circle across 
Eurasia, makes an attempt to clarify how to realize industrial restructuring and eliminate excess capacity by 
means of taking advantage of fund raising, technology and infrastructure.
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はじめに

　中国は 30 年以上実行してきた対外開放政策により経

済的高成長を実現し「世界の工場」と「世界の市場」と

なって経済規模が世界第二位になった。ここまで成長し

てきたため、将来に向けるビジョンを描き国としての政

策調整と戦略制定が求められるようになった。この基本

的な背景のもとで、中国はこれまでの沿海部から先進国

を目指して進められた戦略に対して、内陸地域と新興国

との間の関係深化をも視野に入れる新政策が必要だと認

識するようになった。そのため、2013 年 3 月に経済総

規模と成長率を世界の上位に保ちながら成長エンジンの

多元化、経済構造の転換、消費による経済成長というモ

デルに転換し、「一帯一路」経済圏構想が打ち出された。

そして翌年の 2014 年にシルクロード基金、2015 年に

AIIB（アジアインフラ投資銀行）も相次いで設立された。

これら一連の戦略の実施を通して一貫して市場メカニズ

ムの強化を通して改革を深化させようという中国の経済

政策の方向性が示された。同時に「経済状況が新常態

（ニューノーマル）に入った」と宣言し、2015 年に経済

成長率目標を 7％前後に引き下げ、30 年間続いた高度経

済成長に終わりを告げ安定成長を重視し、今後自ら主導

して壮大な経済圏を確立するように進めていくことと

なった。米国と欧州の一部と正反対にグローバル化を広

めていくことは、これまでと異なる新たなグローバル化

を実現すると認識しておくべく必要があるであろう。本

稿はこのような背景と認識に基づいて「一帯一路」を中

心に中国の戦略構想と現状を検証し経済効果を見通して

いきたい。

一、「一帯一路」構想の概略

　「一帯一路」構想は 2013 年に習近平国家主席が提唱し

たアジア、アフリカ、ヨーロッパを跨る壮大な経済圏構

想である。習近平国家主席は 2013 年 9 月にカザフスタ

ンのナザルバエフ大学で演説した際、ユーラシア各国の

経済連携をより緊密にし、相互協力をより深め、経済発

展を促すために、新しい協力モデルを生かし、共同で「シ

ルクロード経済ベルト」を建設する構想を初めて打ち出

した（習近平「共に“シルクロード経済ベルト”を建設

しよう」、2013 年 9 月 7 日）。続いて、同年 10 月 3 日に

インドネシアの国会で演説した際、中国は ASEAN 諸

国と海上協力を強化し、中国政府が設立した中国－

ASEAN 海上協力基金の活用を通じて海洋協力のパート

ナーシップを発展させ、共に「21 世紀海上シルクロード」

を建設しようと提案した。かつてアジアとヨーロッパの

貿易に多大な役割を果たしたシルクロードを現代に復活

させ、中国から海と陸の両ルートでヨーロッパまでをつ

なぐ経済圏を作ろうとすることから「現代版のシルク

ロード」とも呼ばれるようになった。アジアヨーロッパ

を跨る巨大戦略構想が実施されて 3 年余りを過ぎたが、

その概略は次の表‐1のとおりである（また主なプロジェ

クトは本稿末に紹介される）。

表‐1　「一帯一路」戦略の概要

経済圏内訳

65 ヵ国（世界の約 3割）、44 億

人（世界の約 63％）、GDP 規

模 約 23 兆 ド ル（ 世 界 の 約

29％）

6つの経済回廊

(1) 中国・モンゴル・ロシア経

済回廊

(2) 新ユーラシア・ランドブリッ

ジ

(3) 中国・中央アジア・西アジ

ア経済回廊

(4) 中国・インドシナ半島経済

回廊

(5) 中国・パキスタン経済回廊

(6) 中国・ミャンマー・バング

ラデシュ・インド経済回廊

5つの連携

(1) 政策面での相互意思疎通

(2) インフラの相互連結

(3) 円滑な貿易

(4) 資金の融通

(5) 民心の意思疎通

関連の国際金融機関

(1) アジアインフラ投資銀行

（AIIB）

(2) 新開発銀行（BRICS 銀行）

(3) シルクロード基金

経済戦略

(1) 国際競争力の向上

(2) 中部西部地域の発展

(3) 人民元の国際化の加速

(4) 外貨準備の運用先の多角化

(5) エネルギー確保の多様化

(6) 過剰生産の移転先確保

出所：新田尭之「中国が提唱して 3 周年を迎えた一帯一路」、大和

総研、2016.9.26.p.2 より加筆修正作成。

二、「一帯一路」戦略構想への理解

　「一帯一路」構想は不安定の世界経済情勢に直面し特

に米国の内外政策の変化に応じて中国の経済を持続的に

発展し新たな世界秩序を作るために打ち出された構想で

ある。この構想への理解を深めるために米中の内外政策
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を確認しておく必要がある。米国では、2017 年 1 月に

トランプ新大統領の誕生を受けて、通商政策の保護主義

色が鮮明になってきた。その一方で、中国は、米国との

貿易摩擦を懸念しながらも、自由貿易を堅持し、グロー

バル化を目指そうとしている。このような対照的になっ

た両国のスタンスは、トランプ大統領の就任演説（2017

年 1 月 20 日）と習近平国家主席の世界経済フォーラム

年次総会 2017（ダボス会議）での基調講演（2017 年 1

月 17 日）から伺うことができる。

　トランプ大統領は、就任演説において、米国における

産業の衰退の原因をグローバル化に求め、対策として保

護主義を掲げている。その要旨は、次のようにまとめら

れる。

　何十年もの間、米国は、自国の産業を犠牲にして、外

国の産業を豊かにしてきた。何兆ドルも海外で使う一方

で、自国のインフラは荒廃し衰退してきた。取り残され

る何百万人もの米国の労働者のことを考えもせず、1 つ

また 1つと、工場は閉鎖し、この国をあとにしていった。

中間層の富は、彼らの家庭から奪われ、世界中で再分配

されてきた。

　しかし、それは過去のことである。これから「アメリ

カ第一」となる。貿易、税金、移民、外交問題に関する

すべての決断は、米国の労働者とその家族を利するため

に下される。ほかの国々が、米国の製品を作り、米国の

企業から盗み、米国の職を破壊する外国の侵害から、米

国の国境を守らなければならない。保護こそが偉大な繁

栄と強さにつながるのである。米国は雇用を取り戻す。

国境を取り戻す。富を取り戻す。そして、夢を取り戻す。

そのために「米国のものを買い、米国人を雇用する」と

いうルールを守らなければならない、という 1）。また、

トランプ大統領は、2017 年 1 月 20 日の就任初日に、選

挙公約を実行する形で、環太平洋経済連携協定（TPP）
からの離脱と、北米自由貿易協定（NAFTA）の再交渉

を宣言した。三日後の 1 月 23 日には、TPP 離脱の大統

領令に署名した。

　一方、トランプ大統領とは対照的に、中国の習近平国

家主席は 2017 年 1 月 17 日のダボス会議の開幕式で行わ

れた「共に時代の責任を担い、共に世界の発展を促す」

と題した基調講演において、厳しく保護主義を批判した

上、中国がグローバル化を堅持し、これを通じて自ら利

益を享受しながら、世界にさらに貢献したいというスタ

ンスをアピールしている。その要旨は、次のようにまと

められる。

　揺るぎなく開かれた世界経済を発展させ、チャンスと

利益を分かち合い、ウィンウィンを実現していく。波風

に出会うたびに港に引き返していては、永遠に目的地に

たどり着けない。グローバル規模でつながっていくこと

に全力を尽くし、世界各国がともに成長を果たし、繁栄

に向かう。世界の自由貿易と投資を発展させ、開放的な

環境で貿易と投資の自由化と利便性を促進し、保護主義

に断固として反対する。保護主義は自分を暗闇に閉じこ

めるようなもので、雨風を避けたように見えるが、光と

空気も得られなくなる。貿易戦争の結末は共倒れになる

だけである。

　また、中国の発展は世界にとってはチャンスであり、

中国は経済グローバル化の受益者であり、貢献者でもあ

る。中国経済の急成長は、世界経済の安定と成長にとっ

て大きな推進力となっている。中国が多くの国々ととも

に発展することは、世界経済のよりバランスのとれた発

展に貢献している。中国の貧困削減事業が収めた大きな

成果は、世界経済の成長をより包摂的なものにした。中

国の改革開放の推進は、開かれた世界経済の発展にとっ

て重要な原動力となっている。

　更なる対外開放に向けて、中国は、積極的に規制が緩

く、秩序のある投資環境を作り、外資の参入規制を緩和

し、レベルの高い自由貿易試験区を建設し、知的所有権

の保護を強化し、公平な競争を促進し、中国市場をより

透明的で、より規範化されたものにする。今後 5年間で、

中国が合計 8 兆ドルの商品を輸入し、6000 億ドルの外

国投資を誘致することを目指す。各国企業にとって、中

国の発展は相変わらずチャンスである。中国の扉は世界

に向けて、いつでも開かれており、閉ざされることはな

い。このようにすれば、世界が中国に入ることができ、

中国も世界に進出できる。世界各国も中国の投資者に公

平に扉を開くことを期待している。

　各国とのウィンウィン関係を構築するために、中国は、

アジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）の建設と東アジア

地域包括的経済連携（RCEP）の交渉を推進し、世界に

向けた自由貿易ネットワークを構築する。また、中国は

人民元の切り下げによって貿易競争力を強化する意図は

なく、ましてや、通貨戦争をする気などはまったくない。

このような認識の下で、「一带一路」（新シルクロード）

構想を積極的に推進する、という 2）。

　こうして「一帯一路」構想は米国との衝突を回避しな

がら関係諸国との政策連携、協力進化、産業投資、金融

協力、民生福祉等の促進を目指し新たな経済圏形成と経

済発展のモデルを創出しようという狙いが分かるのであ

る。その戦略的意義について、次のように挙げられてい

る。

　まず、この構想は更なる改革開放のために必要である。

近年、中国が経済発展において大きな成果を収め、

GDP が世界第 2 位、財貿易の規模が世界一になったと

はいえ、多くの課題にも直面している。例えば、東部と

中部西部との格差問題である。中西部が飛躍的な発展を
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遂げるには、生産能力の東部からの移転を加速させ、中

西部地域と隣国間の交流と協力を強化しなければならな

い。これまでの中国経済の成長は、東部沿海地域の率先

した対外開放の恩恵を受けたものであり、海外からの直

接投資と先進国市場に頼っていた。しかし、現在、中国

は全面開放と海外進出を同様に重要視するようになり、

先進国だけでなく、発展途上国との経済協力強化も目指

すようになったため、「一帯一路」はまさにその一環で

あると位置づけられている。

　また、アジアにおける地域協力のために必要である。

アジアは世界経済の牽引役であり、経済のグローバル化

の担い手でもあるが、その一方で、多くの問題に直面し

ている。例えば、アジア地域の一体化は、ヨーロッパ、

北米と比べると、遅れている。特に、アジア各地域間の

発展格差が大きく、連携が少なく、交通インフラがつな

がっていないことが、地域間協力の障害となっている。

また、貿易・投資・エネルギーを巡る国際環境が大きく

変化している中で、アジア諸国は経済高度化の正念場を

迎えようとしている。「一帯一路」は大きな翼となり、

南アジア、東南アジア、西アジア、そしてヨーロッパの

一部の地域をつなぎ、アジア全体の発展を推進する。「一

帯一路」は、インフラ建設と体制改革を促進するなど、

地域内と関連国家のビジネス環境の向上に寄与する。

　そして、世界の平和と発展のために必要である。古代

のユーラシア大陸は多くの戦争と苦難を経験してきた

が、シルクロードは一貫して平和、協力、友好の象徴で

あった。シルクロード沿いの各国は商品、人員、技術、

思想などの交流を通じて、経済・文化・社会の前進、異

なる文明同士の対話と融合を促進してきた。古代シルク

ロードで見られた平和、友好、開放、包容、ウィンウィ

ンの精神は中国だけではなく、世界にとっても貴重な財

産であり、無形文化遺産でもある。古代シルクロードの

精神を継承しながら、新しい時代の特徴を取り入れる「一

帯一路」構想は、世界の平和と発展に貢献することがで

きる。

　経済面では、「一帯一路」構想の推進により中国の次

の産業分野に多くのビジネスチャンスをもたらすと期待

される。

　第一に、インフラ建設関連の産業である。その中には、

建設業、設備製造業、建築材料業（鉄鋼、セメントなど）

が含まれている。「一帯一路」沿線の国々は、発展途上

国が多く、経済発展に向けて、インフラ建設関連のニー

ズが非常に高い。一方、中国では、固定資産投資の伸び

が鈍化するにつれて、建設業と鉄鋼など一部の製造業に

おける深刻な生産能力過剰という問題が浮き彫りになっ

てきたので、「一帯一路」構想の推進に伴うインフラ建

設関連の輸出拡大はこの問題の解決につながると期待さ

れる。

　第二に、交通と輸送の関連産業である。中国は、「一

帯一路」構想の実施を通じて、対象国を結ぶ交通網の整

備を目指している。このことは、港湾、空港、道路、鉄

道の建設と運営に加え、関連設備の生産と物流などにか

かわる中国企業にとって、朗報であるに違いない。

　第三に、エネルギー産業である。その中には、石油・

天然ガスの輸入パイプラインと発電所の建設や、電力関

連設備の製造などが含まれている。安定した石油・天然

ガスの輸入ルートを確保するのは「一帯一路」の重要な

戦略目標である。近年、中国では石油・天然ガスの需要

が急増している。その主な輸入ルートは、マラッカ海峡

を経由する海上輸送に頼っている。リスクを分散するた

めに、陸路を経由する新しい輸入ルートの開拓は急務と

なっている。それに伴い、中国向けに石油・天然ガスを

輸送するパイプラインの建設需要も増えると予想され

る。

　最後に、貿易と観光産業である。「一帯一路」におけ

る交通の便が改善されれば、域内の貿易を通じて物的交

流だけでなく、人的交流も盛んになると予想される。特

に、歴史的文化遺産など、シルクロードの特色が生かさ

れる形で、観光業も大いに盛り上がるであろう 3）。

三、「一帯一路」の現状

　「一帯一路」の戦略的構想を推進するために、中国は

近年、積極的に関係諸国を訪れ支持を呼び掛けている。

2017 年 5 月までにすでに 65 カ国が加わり、ASEAN、

EU、アラブ連盟など多くの国際組織も支持を表明して

いる。そして、中国はすでに一部の国と協力覚書を締結

した上、多くの具体的プロジェクトも動き出している。

　例えば、交通インフラの建設では、対象国は陸海空を

一体化した立体的交通網の整備に取り組んでいる。新

ユーラシアランド・ブリッジ計画（江蘇省の連雲港を出

発点として、西安、ウルムチ、中央アジア、ロシアを経

由して、アムステルダムまで鉄道を建設する計画）を始

めに、中国・シンガポール経済回廊、中国・インド・ミャ

ンマー経済回廊など、「一帯一路」の基幹ルートが形成

されつつある。 次に、「一帯一路」の沿線には、様々な

物流センターが急ピッチで建設され、自由貿易区も続々

と設置されている。また、インフラ整備を資金面から支

援するため、シルクロード基金や、アジアインフラ投資

銀行（AIIB）、（BRICS の 5 ヵ国が主体となる）新開発

銀行、上海協力機構開発銀行などの設立計画が中国の主

導で進められてきた。

　2015 年 3 月に開催された第 12 期全国人民代表大会第

3回会議における「政府活動報告」において、「一帯一路」
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の建設と地域の開発・開放を結合させ、新ユーラシアラ

ンドブリッジ、陸海通関拠点の建設を強化する必要があ

るという政府の方針が示された。国内の重点地域として、

西北地域（新疆、陝西、甘粛、寧夏、青海、内モンゴル）、

東北地域（黒龍江、吉林、遼寧）、西南地域（広西、雲南、

チベット）、沿海地域（上海、福建、広東、浙江、海南）、

内陸地域（重慶）が指定された。それに合わせて、これ

らの地域は投資計画の推進に積極的に取り組もうとして

いる。

　当然ながら「一帯一路」の構想は米中の貿易摩擦を緩

和・解消しようという戦略も含められている。中国は人

民元の対ドル為替レートの引き上げ、大量の民用航空機

購入等、対米輸出量の抑制などの努力をしているが、米

国側は中国の対米輸入額が、対米輸出額の約 4分の 1で

しかないのは、アンフェアだと主張している（表‐2 を

参照）。特にトランプ政権になってから米国は中国にか

ける圧力を強めようとしている。

　確かに中国の対外投資の進展をみて分かるように規模

も速度も増しているのである。中国の対外投資規模は、

2012 年の 878 億ドル、2013 年に初めて 1000 億ドルを突

破し、2014 年に 1231 億ドル、2015 年には 1456 億ドル

へと拡大し続けている。2013 年から 2015 年にかけて

3687 億ドル超の対外直接投資総額になっている。2015

年 1 年間の中国企業による対外投資規模が 1456 億ドル

だったのに対し、2016 年に 1830 億ドルまで急速に拡大

している。しかし、「自国優先」を旗印に「強いアメリ

カを取り戻す」とうたっては米中間の貿易摩擦が解消で

きないし、米国の競争力回復にもなれないのは自明なの

である。相手の出方を自国の国益にうまく転換するとい

う姿勢が大切で相互の利害を一致させることこそ米中貿

易の不均衡を解消する最良の選択であろう。

　このように、近年、中国企業による対外投資や海外企

業買収が急拡大している（表‐3 を参照）が、それは、

中国政府の「走出去」戦略（中国企業が積極的に海外進

出する政策）や「一帯一路」戦略という背景があるから

であると同時に、経済の減速によるリスク回避を目的と

して資金を海外に移転することも考えられる。当然なが

ら、視角を変えれば資本の海外流出とも受け止められる

のであるが、これについての検証は紙幅の関係で別の機

会に譲りたい。

　また、過去においては中国企業の海外進出は主に国有

企業であり、海外資源に強く依存する国有企業の問題を

解決するために、海外進出によって海外の天然資源を獲

得しようとしたが、近年、中国の民営企業も海外の開発

プロジェクトや高収益の投資プロジェクトに興味を示し

ている。中国企業の対外投資における民営企業は全体の

41.2％に達し、民営企業の投資項目と投資先の国をみる

表‐2　中国と米国の主要貿易相手国・地域（2016 年）

相手国

・地域

輸出入合計 輸出 輸入
貿易

収支

金額 シェア 金額 シェア 金額 シェア 金額

中
国

米
国 520 14.1 385 18.4 134 8.5 251

香
港 305 8.3 288 13.7 16.8 1.1 271

日
本 275 7.5 129 6.2 1456 9.2 -16

韓
国 253 6.9 94 4.5 159 10.0 -65

台
湾 180 4.9 40 1.9 139 8.8 -99

世
界 3686 100 2098 100 1,587 100 511

米
国

中
国 579 15.9 116 8.0 463 21.1 -347

カ
ナ
ダ

545 15.0 267 18.3 278 12.7 -11

メ
キ
シ
コ

525 14.4 231 15.9 294 13.4 -63

日
本 195.5 5.4 63 4.4 132 6.0 -69

ド
イ
ツ

164 4.5 49 3.4 114 5.2 -65

世
界 3644 100 1455 100 2189 100 -734

（注）金額単位は 10 億ドル、シェア単位は %
　中国の対米輸出（輸入）は米国の対中輸入（輸出）に当たるが、

実際、双方の統計の間に大きなギャップがある。これは輸入には

運賃・保険料のコストを上乗せしていることに加え、中国の香港

向け輸出の中で、一部が米国に再輸出される（米国の統計では中

国からの輸入として計上される）ことによる。

出所：関志雄「保護主義に向かう米国・グローバル化を堅持する

中国―トランプ大統領の誕生で逆転する米中の立場」、独立行政法

人経済産業研究所、2017.2.15。
http://www.rieti.go.jp/users/china-tr/jp/170215world.html　

表‐3　「一帯一路」の関連投資

2015 年 2016 年

投資国家
49 カ国（中国企業

の直接投資）

53 カ国（中国企業

の直接投資）

投資金額

合 計 148.2 億 ド ル

（中国の対外直接投

資総額の12.6％を占

める）

合 計 145.3 億 ド ル

（中国の対外直接投

資総額の 8.5％を占

める）

投資先

シンガポール、カザ

フスタン、ラオス、

インドネシア、ロシ

ア、タイ

シンガポール、イン

ドネシア、インド、

タイ、マレーシア

出所：人民網、新華網関連報道に基づき筆者作成。
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と、リスクの回避は投資の主要な目的と動機ではないか

と思われる。

　前述のように、巨額の投資が中国から流れ込んだこと

で最も恩恵を受けたのは米国であるが、米国の一方的な

主張を緩和し、人件費の高騰による経済成長の鈍化を食

い止め経済成長を続けようとするために、中国は対米中

心の貿易を米国以外との貿易を増強する方針に変え、こ

れまでのグローバルと異なり、中国自らが先頭に立つグ

ローバル的展開しかないと判断し積極的に「一帯一路」

を推し進めてきたわけである。

　このように中国は、仲間は作るが、同盟は結ばないパー

トナーシップを強調し米国を牽制しながら協力と相互利

益を核心とする自由貿易圏の建設を推進し新たな形の国

際関係を構築し新しい国際秩序を作り、世界の発展の新

たなプラットフォームを打ち立てようとして、2017 年 5

月に「一帯一路」サミットが開かれた。サミット開催期

間中に全 76 プロジェクト、総計 270 の協力項目が合意

された（「一帯一路」サミット 2017.5. で合意された主

要協定等は本稿末に載せるので参照されたい）4）。

四、「一帯一路」の課題

　「一帯一路」戦略構想の展開はすでに 3 年経ち、構想

に賛同し協力に加わる関係国も確実に増加しているが、

同時に不確実性が増え、各種の利害衝突が多発になって

いる現在、世界経済が抱えている以下の 4つの問題を如

何に解決するかという課題が各国に課されているのであ

る。それは、(1) 国際経済の危機（2008 年の金融危機に

よる欧州債券市場の）問題、(2) 社会における貧富の格

差拡大、(3) グローバル就業市場の縮小、(4) 世代間の資

源分配の不平等、という課題なのである。これらの問題

を一国や一地域の問題ではない以上、グローバルの視点

で応対し解決するほかはないのである。ところが、イギ

リスの EU 離脱や米トランプ政権の保護貿易主義の動向

などにより世界経済の不安定性や不確実性は一層高まっ

ているのである。このように世界から経済規模が第 2位

になった中国の「一帯一路」戦略に必然的に注目される

ようになる。当然ながら、中国では政府だけでなく、企

業も「一帯一路」の展開に大きな期待を寄せている。し

かし、複雑なに絡み合う世界経済の中で「一帯一路」構

想の実現に向けて、まだ乗り越えなければならない課題

が山積しているのである。

　例えば、域内外の大国の支持を得る必要がある。中国

は、米国、EU、そして日本との間で、「一帯一路」にお

ける資源を巡って、利益の衝突が予想される。その上、

ロシアやインドは、それぞれ中国の中央アジアや南アジ

アへの進出を警戒していることを如何に解消するのか。

また、対象国は、発展段階や、宗教、文化などの面で大

きく異なっており、経済統合のために強い求心力が求め

られるし、貿易拡大時に各国実施の高関税を如何に撤去

させるのか。

　さらに、AIIB の設立により地域で独占的・排他的な

影響力を行使しようとする機構ではないという安心感を

関係国に与えるために世界銀行、アジア開発銀行、欧州

復興開発銀行、欧州投資銀行、などの金融機構との共同

融資や関係国政府や個人投資家との協力強化も非常に重

要なのである。

　もう一つの不安材料としては、「一帯一路」構想の関

連インフラ整備と海外投資は中国の国有企業が中心と

なっているが、65 ヶ国の一部は投資リスクが大きいと

指摘すべきである。総額 1兆ドルともいわれる壮大な投

資活動は保護主義に反対し世界経済の繁盛に貢献する点

では評価すべきだが、リスクの予想が不能なプロジェク

トが多いようだし、追加投資、融資増加、税収軽減とい

う政府の救済によって生き残っている中国の国有企業は

もともと大量の負債を抱えているのに、そのような企業

による大規模のインフラ整備と海外投資の収益予期が難

しいと言わざるを得ない。万が一の場合、世界規模の金

融不安が起こるリスクもあり得るであろう。

　最後に、中国は一部の対象国との間で領土や領海の問

題を抱えているので地域における緊張が続く場合、投資

に伴うリスクも高くなる。一部の紛争地域を含め、対象

国の多くは政治、経済、社会の面において、安定してい

ない上、道路や港湾などのハード面のみならず、法律や

税制といったソフト面でのインフラがまだ整備されてお

らず、改善を待たなければならない。

終わりに

　本稿は「一帯一路」経済圏についての戦略構想の確認

を通して中国が自由貿易と投資の拡大を進め経済のさら

なる発展を図ろうとする政策的意図を概観し世界経済の

成長と発展は中国抜きでは語れない事実への理解に一助

するようにしてきた。また、「一帯一路」は経済的側面

から産業構造転換の加速、過剰生産能力の解消など多く

の利点があると指摘できる。同時に関係諸国のインフラ

整備に資金と技術などから中国からのサポートが得られ

ることが歓迎されていることも言えるであろう。ところ

が、社会体制の相違や環境保護などの面ではトラブルや

リスクが潜んでいるのも不安定要素の払しょくが課題と

して残っていることが分かった。

　本研究による結論は以下の通りである。まず、「一帯

一路」の 3 年間の進捗がアジアやヨーロッパの多くの

国々に新たなビジネスチャンスを提供し、地域、歴史、
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社会、文化など様々な価値観を尊重しながら基本的な統

一認識を達成させることは世界経済の発展にとって重要

な意義を持っているのである。次に、米国で保護主義が

台頭する中、中国とヨーロッパとの経済関係は今後ます

ます強まっていくと予想される。警戒感を強める日本や

米国とは異なりヨーロッパは中国との経済的つながりを

重視し大きく期待を寄せているからである。最後に中国

内陸地域の持続的経済発展や産業高度化と、沿海地域と

の格差縮小などの目的をはたすため、関係諸国との協力

拡大を通して「一帯一路」戦略構想を加速する可能性が

高まっていると同時に、構想のさらなる進展のためにプ

ロジェクトの運営管理や安全保障の強化が課題として残

されているのである。
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経
済
回
廊

●
20
14

年
に

ロ
シ

ア
か

ら
中

国
向

け
に

天
然

ガ
ス

を
年

間
38
0
億

m
3（

中
国

の
年

間
消

費
量

の
約

20
％
）

を
30

年
間

供
給

す
る

契
約

が
締
結

●
20
15

年
に
ロ
シ
ア
か
ら
中
国
向
け
に
天
然
ガ
ス
を
年
間

30
0
億

m
3
を
供
給
す
る
契
約
が
締
結

●
ロ
シ
ア
の
モ
ス
ク
ワ
・
カ
ザ
ン
を
結
ぶ
高
速
鉄
道
建
設
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
中
国
企
業
連
合
が
落
札

　（
20
20

年
開
業
予
定
、
中
国
側
が

62
億
ド
ル
の
ロ
ー
ン
を
提
供
、
将
来
的
に
は
北
京
ま
で
沿
線
す
る
構
想
も
）

●
モ
ン
ゴ
ル
・
ロ
シ
ア
と
国
境
で
の
協
力
協
定
を
締
結

新
ユ
ー
ラ
シ
ア
・
ラ
ン
ド
ブ
リ
ッ
ジ

●
中
国
と
欧
州
を
結
ぶ
国
際
貨
物
列
車
「
中
欧
班
列
」
が
運
行

　（
常
時
運
輸
シ
ス
テ
ム
が
確
立
）

　（
対
象
地
域
が
持
続
的
に
拡
大
中
、
運
行
路
線
は

51
路
線
、
中
国
国
内
の
出
発
地
は

27
都
市
、
欧
州

11
カ
国

28
都
市
と
の
間
を
結
び
、

開
業
以
来
、
運
行
本
数
は
累
計

37
00

本
。

中
国
・
中
央
ア
ジ
ア
・
西
ア
ジ
ア
経
済
回
廊

●
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
・
タ
ジ
キ
ス
タ
ン
・
キ
ル
ギ
ス
と
新
た
な
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
の
建
設
を

20
13

年
に
合
意

●
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
の
首
都
ア
ス
タ
ナ
で
中
国
企
業
が
ラ
イ
ト
レ
ー
ル
を
建
設
予
定
（
20
18

年
完
成
予
定
）

●
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
の
ア
ン
グ
レ
ン
・
パ
プ
間
を
結
ぶ
鉄
道
を
中
国
企
業
が
建
設
（
20
16

年
完
成
）

　（
将
来
的
に
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
・
キ
ル
ギ
ス
・
中
国
を
結
ぶ
構
想
も
）

中
国
・
イ
ン
ド
シ
ナ
半
島
経
済
回
廊

●
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
ジ
ャ
カ
ル
タ
・
バ
ン
ド
ン
間
を
結
ぶ
高
速
鉄
道
整
備
事
業
を

20
15

年
に
受
注
（
20
19

年
完
工
予
定
）

●
ラ
オ
ス
を
南
北
縦
断
の
高
速
鉄
道
建
設
事
業
が
中
国
企
業
に
よ
っ
て

20
15

年
に
開
始
（
20
20

年
完
工
予
定
）

●
タ

イ
の

バ
ン

コ
ク

か
ら

ラ
オ

ス
と

の
国

境
ま

で
続

く
高

速
鉄

道
整

備
事

業
を

20
14

年
に

合
意
、
20
16

年
に

日
本

と
の

競
合

に
よ

り

20
17

年
に
延
期

中
国
・
パ
キ
ス
タ
ン
経
済
回
廊

●
「
一
帯
一
路
」
の
旗
艦
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の
位
置
づ
け

●
投
資
総
額
は

46
0
億
ド
ル
（
グ
ワ
ダ
ル
港
の
経
済
特
区
を

43
年
間
運
営
す
る
覚
書
を
交
わ
し
た
）

●
中
国
の
カ
シ
ュ
ガ
ル
か
ら
グ
ワ
ダ
ル
港
を
結
ぶ
高
速
鉄
道
・
高
速
道
路
・
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
が
建
設
中

中
国
・
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
・
イ
ン
ド
・
ミ
ャ
ン

マ
ー
経
済
回
廊

●
雲
南
省
と
ミ
ャ
ン
マ
ー
の
ラ
カ
イ
ン
州
チ
ャ
オ
ピ
ュ
ー
を
結
ぶ
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
が

20
15

年
に
稼
働

●
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
で
中
国
企
業
が
パ
ド
マ
橋
の
建
設
事
業
を

20
14

年
に
開
始
（
20
18

年
に
完
工
予
定
）

21
世
紀
海
上
シ
ル
ク
ロ
ー
ド

●
ス
リ
ラ
ン
カ
で
中
国
企
業
に
よ
る
コ
ロ
ン
ポ
港
の
整
備
工
事
が

20
14

年
に
開
始

●
ス

リ
ラ

ン
カ

で
中

国
企

業
に

よ
る

ハ
ン

バ
ン

ト
タ

港
の

第
二

期
建

設
完

工
（
20
16

年
）（

 港
の

運
営

権
を

99
年

間
、

中
国

企
業

に
貸

し
出
す
）

●
モ
ル
デ
ィ
ブ
で

20
16

年
に
国
際
空
港
と
首
都
マ
レ
を
つ
な
ぐ
橋
梁
建
設
開
始
（
20
18

年
完
工
予
定
）

出
所
：
新
田
尭
之
「
中
国
が
提
唱
し
て

3
周
年
を
迎
え
た
一
帯
一
路
」、

大
和
総
研
、
20
16

.9
.2
6.

p.
2
よ
り
加
筆
修
正
作
成
。
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「一帯一路」経済戦略の構想と現状

「
一
帯
一
路
」
サ
ミ
ッ
ト
で
の
主
な
合
意
協
定
（
20
17
.5
.）

一
、
合
意
・
覚
書

　
●
政
府
間
：
モ
ン
ゴ
ル
、
パ
キ
ス
タ
ン
、
ネ
パ
ー
ル
、
ク
ロ
ア
チ
ア
、
セ
ル
ビ
ア
、
ボ
ス
ニ
ア
、
ア
ル
バ
ニ
ア
、
東
チ
モ
ー
ル
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
、
マ
レ
ー
シ
ア

　
●
国
際
機
関
間
：
国
連
開
発
計
画
署
、
国
連
工
業
開
発
機
関
、
国
連
人
間
居
住
計
画
、
国
連
児
童
基
金
、
国
連
人
口
基
金
、
国
連
貿
易
開
発
会
議
、
国
連
環
境
計
画
、
国
際
貿
易
セ
ン
タ
ー
、

国
連
教
育
科
学
文
化
機
関
、
世
界
保
健
機
関
、
世
界
知
的
所
有
権
機
関
、
国
際
刑
事
警
察
機
構
、
国
連
欧
州
経
済
委
員
会
、
世
界
経
済
フ
ォ
ー
ラ
ム
、
国
際
道
路
輸
送
連
盟
、
世
界
貿
易
機
関
、

国
際
電
気
通
信
連
合
、
国
際
民
間
航
空
機
関
、
国
連
文
明
の
同
盟
、
国
際
開
発
法
機
関
、
世
界
気
象
機
関
、
国
際
海
事
機
関
、
ア
ジ
ア
開
発
銀
行
、
ア
ジ
ア
イ
ン
フ
ラ
投
資
銀
行
、
欧
州
復
興

開
発
銀
行
、
欧
州
投
資
銀
行
、
新
開
発
銀
行
（

BR
IC

S
銀
行
）、

世
界
銀
行
、
赤
十
字
国
際
委
員
会
、

　
●
二
国
間
：
ギ
リ
シ
ア
、
チ
ェ
コ
、
ハ
ン
ガ
リ
ー

、
ラ
オ
ス
、
カ
ン
ボ
ジ
ア

二
、
協
　
定

　
●
運
輸
：
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
、
ト
ル
コ
、
ベ
ラ
ル
ー
シ

　
●
核
技
術
利
用
：
タ
イ

　
●
水
資
源
領
域
：
マ
レ
ー
シ
ア
、
ポ
ー
ラ
ン
ド

　
鉄
道
：
パ
キ
ス
タ
ン
、
ベ
ラ
ル
ー
シ
、
ド
イ
ツ
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン
、
モ
ン
ゴ
ル
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
、
ロ
シ
ア
、
ス
リ
ラ
ン
カ
、
ラ
オ
ス
、
エ
ジ
プ
ト
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
、
セ
ル
ビ
ア
、
ベ
ト
ナ
ム
、

ケ
ニ
ア

　
●
イ
ン
フ
ラ
：
カ
ン
ボ
ジ
ア

　
●
情
報
技
術
：
ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン
、
カ
ザ
フ
ス
タ
ン

　
●
交
通
運
輸
：
カ
ン
ボ
ジ
ア
、
パ
キ
ス
タ
ン
、
ミ
ャ
ン
マ
ー

　
●
環
境
：
ス
イ
ス

　
●
海
洋
観
測
：
カ
ン
ボ
ジ
ア

　
●
経
済
貿
易
：
パ
キ
ス
タ
ン
、
ベ
ト
ナ
ム
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
、
ベ
ラ
ル
ー
シ
、
モ
ン
ゴ
ル
、
ケ
ニ
ア
、
エ
チ
オ
ピ
ア
、
フ
ィ
ジ
ー
、
バ

ン
グ

ラ
デ

ィ
シ

ュ
、

ス
リ

ラ
ン

カ
、

ミ
ャ

ン
マ

ー
、

モ
ル

デ
ィ

ブ
、

ア
ゼ

ル
バ

イ
ジ

ャ
ン
、

ジ
ョ

ー
ジ

ア
（

元
グ

ル
ジ

ア
）
、

ア
ル

メ
ニ

ア
、

ア
フ

ガ
ニ

ス
タ

ン
、

ア
ル

バ
ニ

ア
、

イ
ラ

ク
、

パ
レ
ス
チ
ナ
、
レ
バ
ノ
ン
、
セ
ル
ビ
ア
、
ボ
ス
ニ
ア
、
シ
リ
ア
、
タ
ジ
キ
ス
タ
ン
、
ネ
パ
ー
ル
、
モ
ン
テ
ネ
グ
ロ
、
グ
ル
ジ
ア
、
モ
ル
ド
バ
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
、
エ
ジ
プ
ト
、
チ
リ
、
オ
ラ
ン

ダ
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
、
タ
ン
ザ
ン
ニ
ア
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
ー
、
ロ
シ
ア
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
、
上
海
協
力
機
構

　
●

金
融
：

シ
ル

ク
ロ

ー
ド

基
金

に
新

た
に

10
00

億
元

増
資
、

人
民

元
海

外
基

金
業

務
規

模
30
00

億
元
、

中
国
・

ロ
シ

ア
協

力
投

資
基

金
10
0
0
億

元
、

中
国

国
家

開
発

銀
行
（

イ
ン

フ
ラ

施
設
借
款

10
00

億
元
、
産
業
エ
ネ
ル
ギ
ー
協
力
借
款

10
00

億
元
、
金
融
協
力
借
款

50
0
億
元
）、

中
国
輸
出
入
銀
行
（
特
定
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
借
款

10
00

億
元
、
イ
ン
フ
ラ
施
設
借
款

30
0
億

元
）、

国
際
通
貨
基
金
と
共
同
で
中
国
人
材
育
成
基
金
設
置
、
ア
ジ
ア
金
融
協
力
協
会
設
置

　
●
民
生
、
教
育
等
：
関
係
途
上
国
へ

60
0
億
元
援
助
、
食
糧
緊
急
援
助

20
億
元
、
南
南
協
力
援
助
基
金
に

10
億
ド
ル
新
規
増
資
、
40
0
の
福
利
教
育
施
設
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
建
設
に
支
援

　
出
所
：
新
華
社
「
一
帯
一
路
国
際
協
力
サ
ミ
ッ
ト
共
同
声
明
」、

ht
tp

://
ne

w
s.

xi
nh

ua
ne

t.c
om

/s
ilk

ro
ad

/2
01
7-
05

/1
6/

c_
11
20
97
68
48

.h
tm

よ
り
筆
者
整
理
。
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